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研究成果の概要（和文）：本研究は、企業のライフサイクルにおける、企業間の取引ネットワークの役割につい
て、企業単位の取引関係の長期パネルデータを構築し、実証分析および理論分析を行った。企業成長および取引
ネットワークの変化、企業退出の特徴の企業年齢や代表者の年齢による違いを分析するとともに、理論モデルの
構築を行い、コロナショックなどの経済ショックのマクロ経済へ与える影響の（リーマンショック、東日本大震
災との）比較分析も行った。企業の退出（extensive margin）による洗浄効果と生産調整（intensive margin）
について、波及効果も含めて定量的に評価した。

研究成果の概要（英文）：This study examined the role of inter-firm transaction network empirically 
and theoretically by constructing long-period panel data firm-level transaction. Analyzing 
characteristics of firm growth, dynamics of transaction network and firm exit and their dependency 
on firm age and CEO age, theoretical model is constructed. Comparative analysis of economic shocks 
such as COVID19, Lehman shock and Great East Japan Earthquake, on macro economics has been done. 
Effect on macro economics is evaluated quantitatively including spillover effect in terms of 
cleansing effect by firm exit (extensive margin) and output adjustment (intensive margin).

研究分野： 空間経済学

キーワード： 企業のライフサイクル　企業間ネットワーク　自主的退出　洗浄効果

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
マクロ経済の変動をミクロな視点（個々の企業のショックと企業間ネットワークによる波及）から解明する学術
的な意義とともに、企業のライフサイクルにおける企業退出による洗浄効果、経済ショックの企業間ネットワー
クを通じた波及効果などから、コロナショックなどにおける政策的な企業のサポートのあり方について示唆を得
ることができ、社会的な意義を持つ。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
日本のマクロ経済の長期停滞要因として、企業の新陳代謝機能（洗浄効果）が正常に働いていな
いことが指摘されて久しい。企業の正常な新陳代謝を促すべく対策として、企業の起業支援など
を行うとともに、銀行の正常な融資、すなわち、生産性の低くデフォルトリスクの高い企業に高
い金利設定をし、企業の淘汰を促すことの重要性が叫ばれていた。そして、これまでの多くの研
究では、新陳代謝機能を議論する際に、個々の企業の生産性が着目され、企業間の関係性につい
ては、明示的に分析されてこなかった。しかし、個々の企業は独立に活動を行っているのはなく、
企業間ネットワークによりつながり、相互に影響を及ぼしあっている。 
一方で、マクロ経済における企業間ネットワークの重要性は、リーマンショックや大規模自然災
害のショックの波及などを経験し、広く認識されてきており、ミクロなショックがマクロ変動を
引き起こすメカニズムの研究が進んでいる。これらの研究を受けて、ショックの波及を考慮した
銀行の最適融資行動やショックの波及の観点からだけでなく、企業間ネットワークの構築は企
業のパフォーマンスに影響を及ぼすことなどから、企業間ネットワークの観点からマクロ経済
（変動および成長）を考えることが非常に重要であると考えるに至った。 
 
２．研究の目的 
上記の問題意識のもと、本研究は、企業の参入、成長、退出といった、企業のライフサイクルに
おける企業間ネットワークのダイナミクスと新陳代謝、企業成長の関係がマクロの変動や経済
全体の生産性に与える影響を明らかにすることを目的とした。最新の研究では、ミクロレベルで
相互に影響しあう企業間ネットワークがマクロの変動と大きく関係することが分かっており、
また、企業年齢が企業成長と強く関係することも確認されており、これらの既存研究を統合し、
マクロの変動を解明するための、新たなミクロ的な基礎付けを提供する。分析には、約 100 万
社の企業間取引の大規模なミクロデータを用いた実証研究、実証結果を組み込んだ理論モデル
の構築、政策シミュレーションを行うこととした。さらに、研究期間中において、マクロ経済へ
深刻な影響を及ぼす、コロナウィルスによるショックがあり、ショックの比較分析をすることに
より、企業の新陳代謝および生産調整への分析から政策的な示唆を得ることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
東京商工リサーチ（TSR）の企業間取引の長期パネルデータを用いて分析を行った。このデータ
には、企業の基本的な情報（産業分類、従業員数、住所、設立年、売上高、取引銀行）に加えて、
企業の仕入先、販売先、大株主の情報から企業間ネットワークを捉えることが可能であり、また、
企業の退出については、倒産、休廃業、解散、合併などの退出の形態について調査されている。
既存の政府統計などを用いた研究では、調査対象外となったことも企業の退出とみなしている
研究も多く、より正確に企業の退出を捉えることが可能である。設立年から企業年齢を計算し、
企業間取引のエッジリストの変化から、取引の粘着性など、ネットワークのダイナミクスを捉え、
(1) 企業年齢、企業間ネットワーク、企業成長の関係を分析した。 
また、(2)企業間ネットワークによるショックの波及とマクロ変動については、東日本大震災を
外生的なショックとして、被災地企業の販売先や仕入先、取引先の取引先といった間接的な取引
先までの影響を実証的に示し、理論モデルを構築することによって、マクロへの影響を評価する
とともに、東海地震といった仮想的なショックにおける評価も行った。 
さらに、(2)の研究も含めて、多くのショックの波及の研究では、ネットワークは固定的である
として、均衡状態を比較することにより、マクロへの影響を評価するが、(3)企業退出と企業間
ネットワークの変化を考慮したモデルが現実的には重要である。企業の退出の形態も考慮した
うえで波及の効果、洗浄効果などを評価する。 
 
４．研究成果 
 
(1)企業年齢、企業間ネットワーク、企業成長の関係については、Fujii, Saito and Senga (2017)
では、企業年齢により企業の成長パターン、企業間の取引ネットワークとの関係が異なることを
示したが、2018 年度の成果として、経済産業研究所（RIETI）の DP として、Fujii and Saito 
(2018)では、企業間の取引関係と企業規模の関係の中でも仕入関係と販売関係では非対称性が
あることを示した。企業規模に対する、仕入先数の弾性値は販売先数の弾性値より大きく、この
非対称性は規模が大きな企業で顕著であることが確認された。非対称性のメカニズムを明らか
にするため、仕入関係と販売関係を組み込んだ理論モデルを構築し、実証分析結果と整合的な関
係性が導き出された。実証分析においては、企業年齢による非対称性も大きいことが確認され、
取引関係の不確実性、企業の学習効果などを示唆する結果を得た。また、因果関係の識別のため、
新幹線開通によるネットワーク構築のコストを削減する外生的な変化を用いて分析も行った。
企業間の取引関係の構築は取引コストの削減により活発になり、企業のパフォーマンス向上に



つながることが確認されて、この研究成果は経済学のトップジャーナルである Journal of 
Political Economy に掲載された（Bernard, Moxnes and Saito, 2019）。ただし、企業年齢を考
慮した、マクロモデルの構築にまでは至らなかったため、今後の課題とする。 
 
(2)企業間ネットワークによるショックの波及とマクロ変動の関係については、生産関数に企業
間の取引ネットワークを明示的に組み込んだ理論モデルにおいて、個別企業のショックに対し、
仕入先（川上企業）に比べ販売先（川下企業）により大きなショックが波及すること、間接的な
取引先までショックが波及することなどを示し、理論モデルと整合的な実証分析結果を東日本
大震災のショックの波及において、確認した。さらに、ネットワークの構造から、直接的な効果
よりも間接的な効果が大きいことも確認した。これらのモデルにより、仮想的な現実（東海地震）
の波及によるマクロインパクトも定量的に評価した。この研究成果は経済学のトップジャーナ
ルである Quarterly Journal of Economics に掲載された（Carvalho, Nirei, Saito and Tahbaz-
Salehi, 2021）。 
 
(3)企業退出と企業間ネットワークの変化については、まず、企業の退出の特性を捉えて、取引
先の退出との相関を捉えるところから始めて、因果関係の識別には、東日本大震災のショックを
用いることにした。企業の退出については、倒産確率が長期的に減少し、廃業や解散といった自
主的な退出が増えている状況において、代表者の年齢という要因の寄与が大きいことを確認し、
企業の新陳代謝に与える影響を企業間のネットワークとともに明らかにし、RIETI の DP や IMP
の WP として分析成果を公開した。 
さらに、コロナショックのマクロ経済へ与える影響を評価することは、社会的にも重要であり、
IMF の Gee Hee Hong とともに、コロナ禍の企業退出の分析結果を VoxEU のコラムに公開し、
CompNet の企画する ProdTalk にて報告した。リーマンショック、東日本大震災のショックとの
比較分析を行い、ショックの波及とマクロ変動との関係からは、企業の生産調整（intensive 
margin）に比べ、企業退出（extensive margin）による反応は小さく、回復（recovery）につな
がることを確認した。さらに、因果関係の識別に、東日本大震災のショックを用いることにより、
recovery の観点から、ダイナミックな理論モデルの構築を IMF と World Bank との国際共同研究
により進めている。政策的にも重要なテーマであり、今後も活発な議論が期待される。 
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